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オープンデータの意義
及び取り組みの現状及び取り組みの現状



「オープンデータ」の定義と意義

■オープンデータとは

「営利目的も含めた二次利用が可能なルールで公開」「営利目的も含めた二次利用が可能なルールで公開」

された、「機会判読に適したデータ形式のデータ」

（「オープンデータガイド～オープンデータのためのルール・技術の手引き～第1版（案）」
：2014年○月 オープデータ流通推進コンソーシアムより）

■オープンデータの意義

• 経済の活性化、新事業の創出

• 官民協働による公共サービス（防災・減災を含む）の実現

• 行政の透明性・信頼性の向上

（二次利用の促進のための府省のデータ公開に関する基本的考え方（ガイドライン）
：2013年6月25日 各府省情報統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）
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電子行政オ プンデ タ戦略 （IT総合戦略本部決定）平成24年７月

政府によるオープンデータ関連戦略の歩み

電子行政オープンデータ戦略 （IT総合戦略本部決定）平成24年７月

◎公共データの活用促進に集中的に取り組むための基本戦略

平成24年12月～ ＩＴ総合戦略本部 「電子行政オープンデータ実務者会議」

◎オ プンデ タ技術に係る検討（デ タＷＧ）

主査： 村井純（慶應義塾大学 環境情報学部教授）

◎オープンデータ技術に係る検討（データＷＧ）
◎オープンデータの利用ルール、普及方策に係る検討（ルール・普及ＷＧ）

【平成24年度の検討成果】
・電子行政オープンデータ推進のためのロードマップ（平成25年6月14日 IT総合戦略本部決定）
・二次利用の促進のための府省のデータ公開に関する基本的考え方（ガイドライン）（平成25年
6月25日 各府省ＣＩＯ連絡会議決定）

平成25年6月 世界最先端ＩＴ国家創造宣言 （閣議決定）平成25年6月 世界最先端ＩＴ国家創造宣言 （閣議決定）

日本再興戦略-JAPAN is BACK- （閣議決定）

び づ◎2014年度（平成26年度）及び2015年度（平成27年度）の２年間を集中取組期間と位置づけ
◎データカタログサイト（試行版）の立ち上げ
◎2015年度（平成27年度）中に世界最高水準の公開内容（データセット１万以上）を実現 等

平成25年10月 日本のオープンデータ憲章アクションプラン（各府省CIO連絡会議決定）

（6月に英国で開催されたＧ８サミットで重要なデータカテゴリが合意され、各国でアクションプランを作成する
こととされたことを踏まえ、作成） ２



電子行政オープンデータ実務者会議の体制

電子行政オープンデータ実務者会議
＜有識者＞ 尾⽻沢 功 インフォアジャパン株式会社代表取締役社⻑

川島 宏⼀ 佐賀県特別顧問、株式会社公共イノベーション代表取締役
⼩池 博 株式会社⽇⽴コンサルティング テクニカルディレクター

＜関係府省＞ 総務省
⽂部科学省
厚⽣労働省⼩池 博 株式会社⽇⽴コンサルティング テクニカルディレクタ

越塚 登 東京⼤学⼤学院 情報学環 教授
武⽥ 英明 国⽴情報学研究所 教授
⻑⾕川 孝 横浜市 政策局担当理事

◎村井 純 慶應義塾⼤学 環境情報学部⻑
○横溝 陽⼀ 株式会社リガク 取締役 常務執⾏役員 社⻑室⻑

渡辺 智暁 国際⼤学GLOCOM主任研究員／准教授

厚⽣労働省
農林⽔産省
経済産業省
国⼟交通省
国⼟地理院
内閣官房

※内閣府防災担当

デ タＷＧ

渡辺 智暁 国際⼤学GLOCOM 主任研究員／准教授 ※内閣府防災担当
※財務省理財局
※⽂化庁

ル ル 普及ＷＧ

◎は主査、○は主査代理 ※はオブザーバー

データＷＧ
＜主な検討課題＞
データ形式・構造の標準化、データカタログ等

ルール・普及ＷＧ
＜主な検討課題＞
公共データ活⽤のために必要なルール等、提供機関⽀援、周知・普及等

＜有識者＞
植原 啓介 慶應義塾⼤学 環境情報学部 准教授

＜有識者＞
井上 由⾥⼦ ⼀橋⼤学⼤学院 国際企業戦略研究科 教授植原 啓介 慶應義塾⼤学 環境情報学部 准教授

⼤向 ⼀輝 国⽴情報学研究所 准教授
○⼩池 博 株式会社⽇⽴コンサルティング テクニカルディレクター
◎越塚 登 東京⼤学⼤学院 情報学環 教授

坂下 哲也 ⼀般財団法⼈⽇本情報経済社会推進協会
電⼦情報利活⽤研究部 部⻑

平⽥ 明弘 SAS Institute Japan株式会社 ソリューションコンサルティン

井上 由⾥⼦ 橋⼤学⼤学院 国際企業戦略研究科 教授
◎川島 宏⼀ 佐賀県特別顧問、株式会社公共イノベーション代表取締役

川野 毅 アクセンチュア株式会社 公共サービス・医療健康本部
シニア・マネジャー

関 治之 ジオリパブリック 代表社員／ＣＥＯ
⽵井 淳 インテル株式会社 執⾏役員 技術政策推進本部本部⻑
別所 直哉 ヤフ 株式会社 執⾏役員 社⻑室⻑平⽥ 明弘 SAS Institute Japan株式会社 ソリュ ションコンサルティン

グ
第⼆本部 ビジネスソリューショングループ 担当部⻑

村上 ⽂洋 株式会社三菱総合研究所 公共ソリューション本部 主席研究員

＜関係府省＞
総務省 ⽂部科学省 厚⽣労働省 農林⽔産省 経済産業省 国⼟交通省

別所 直哉 ヤフー株式会社 執⾏役員 社⻑室⻑
森 亮⼆ 弁護⼠

○渡辺 智暁 国際⼤学GLOCOM 主任研究員／准教授

＜関係府省＞
内閣府（防災担当）、総務省、財務省 （理財局）、⽂部科学省、⽂化庁、総務省、⽂部科学省、厚⽣労働省、農林⽔産省、経済産業省、国⼟交通省、

国⼟地理院、気象庁、内閣官房
◎はワーキンググループ主査、○はワーキンググループ主査代理

厚⽣労働省、農林⽔産省、経済産業省、国⼟交通省、国⼟地理院、内閣官房
◎はワーキンググループ主査、○はワーキンググループ主査代理
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オープンデータ憲章 （2013.6 G8合意）

年 英 ク 開催された お 首脳宣言2013年6 月17-18 日に 英国ロック・アーンで開催されたＧ８サミットにおいて、首脳宣言に

オープンデータの推進が盛り込まれ、これを踏まえた具体的な取組内容やスケジュール
について記述された「オープンデータ憲章」と付属文書が合意された。

＜「Ｇ８オープンデータ憲章」の概要＞

（１）オープンデータが透明性の向上、よりよい公共サービス、民間の技術革新・ビジネス民
の創出に貢献すること等に合意

（２）Ｇ８の政府により提供されるデータのアクセス、公開、再利用の基礎である以下の５
原則に従う とに合意原則に従うことに合意

①原則としてデータを公表する

②質と量②質と量

③すべての者が利用できる

④ガバナンス改善のためのデータの公表

⑤技術革新のためのデータの公表

（３）Ｇ８は、行動計画で示す期間内に、これらの原則を実行する。Ｇ８各国は、２０１５年
末までに憲章と技術的な別添を実施するため、行動計画を本年に策定する。２０１４
年の次回会合において進捗をレビューする。
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日本のオープンデータ憲章アクションプランの概要
（平成25年10月29日 各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）

（背景）（背景）
2013年6⽉に英国で開催されたG8サミットで、オープンデータ憲章が合意。
憲章別添の「共同アクション」において、価値が⾼いデータのカテゴリとして「キー・データセット」と「ハイバリュー・
データセット」が⽰され、2013年10⽉に、各国のアクションプランを作成し、Ｇ８で公表することが合意。
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オープンデータ流通推進コンソーシアムの概要

広く産官学が連携して、オープンデータ流通環境の実現に向けた基盤を整備
するため、平成24年7月に「オープンデータ流通推進コンソーシアム」が設立。

オープンデータ流通推進コンソーシアム
会長：小宮山宏・三菱総合研究所理事長
顧問：坂村健・東京大学大学院情報学環教授

○オブザーバー
総務省、内閣官房、経済産
業省、農林水産省、国土交
通省、気象庁、国土地理院、
日本経済団体連合会顧問：坂村健 東京大学大学院情報学環教授

徳田英幸・慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科委員長
村井純・慶應義塾大学環境情報学部長
内山田竹志・日本経済団体連合会副会長・情報通信委員長

日本経済団体連合会、
ASP・SaaS・クラウドコンソー
シアム
○会員
企業・団体、自治体、有識者

○オープンデータ推進に関する情報発信・情
報共有
ポ タルサイトの開設 等

○オープンデータ推進に必要なライセンスの在
り方等の検討
・ネットワーク上におけるデータの2次利用に関

○オープンデータ推進に必要な技術標準の在
り方等の検討
技術仕様（デ タ規格 API規格に関する技

技術委員会 データガバナンス委員会 利活用・普及委員会

・ポータルサイトの開設 等
○新たなサービス等の検討
・データ連携によるサービスコンテストの開催等

・ネットワーク上におけるデータの2次利用に関
するルール（著作権、プライバシー等の配慮
事項を含む。）

・技術仕様（データ規格・API規格に関する技
術ガイド、情報流通連携基盤の外部仕様等）
の検討

・国際標準化提案（ＩＴＵ－Ｔ等）の検討

主 査：中村 伊知哉

主 査：井上 由里子

（一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授）
副主査：野口 祐子

（森・濱田松本法律事務所）
委 員：沢田 登志子 （一般社団法人ECﾈｯﾄﾜｰｸ理事）

主 査：中村 伊知哉
（慶應義塾大学メディアデザイン研究科教授）

副主査：村上 文洋

（三菱総合研究所公共ソリューション本部主席研究員）
委 員：石川 雄章（東京大学大学院情報学環特任教授）

大向 一輝（国立情報学研究所准教授）

川島 宏一（佐賀県特別顧問）
小林 巌生（有限会社ス レ クス）

主 査：越塚 登

（東京大学大学院情報学環教授）
副主査：武田 英明

（国立情報学研究所教授）
委 員：中尾 彰宏（東京大学大学院情報学環准教授）

平本 健二（経済産業省ＣＩＯ補佐官） 委 員：沢田 登志子 （ 般社団法人ECﾈｯﾄﾜ ｸ理事）
友岡 史仁（日本大学法学部准教授）

森 亮二（英知法律事務所）

小林 巌生（有限会社スコレックス）

庄司 昌彦（国際大学GLOCOM主任研究員・講師）
野原 佐和子（イプシ・マーケティング研究所代表取
締役社長）

福野 泰介（株式会社jig.jp代表取締役社長）

平本 健二（経済産業省ＣＩＯ補佐官）

深見 嘉明（慶應大学大学院政策・メディア研究科
特任助教）
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